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EU統合と市民1)
田中俊郎＊
はじめに
ヨーロッパ社会は、エリート社会である。いろいろな社会の仕組みが少数のエリートによって
指導、運営されており、多くの場合、市民は、その客体となっている。
では、市民の声は政治にいかに反映されるのであろうか。
第1の方法は、選挙である。選挙で選ばれた少数のエリートが政治を指導し、市民はそれを支
持するか、あるいは支持しないかについて、選挙を通して、その意見を表明することになる。そ
れが代議制民主主義の基本であり、フランスのような大統領制であっても、イギリスのような議
院内閣制においても、同じである。
ヨーロッパ統合の文脈でも、 EU(欧州連合）によって具現化されているヨーロッパ統合を指
導してきたのは少数のエリートである。しかし、現在のEUでは、選挙で選ばれていない欧什I委
員会が政策を提案し、構成国政府の代表から成る理事会が決定するが、その間、各構成国で直接
選ばれる議員から成る欧州1議会や構成国議会が十分な統制機能を発揮できないために、「民主主
義の赤字 (democraticdeficit)」と言われる問題が生じている。
第2の方法は、国民投票である。最近では、総選挙だけでなく、特定の争点について有権者の
意見を直接聴く国民投票を採用する国が増えてきている。 EUの文脈においても、条約改正の批
准や、とくに自国のEU加盟について自国の有権者にその是非を問うために国民投票を導入した
新規加盟国が目立っ 2)。1995年 1月1日に加盟した第4次拡大の対象となった 3カ国もすべて国
民投票を行ったし、 2004年5月1日に新たに加盟した第5次拡大の10カ国のうち、国内議会が加
盟条約を批准したキプロスを除いて、 9カ国が国民投票でEU加盟への国民の意思を確認したの
である。しかも、 1994年、第4次拡大に際して、ノルウェーの有権者は、 1972年と同様に、政府
綱集部注＊ 学校法人慶應義塾常任理事兼慶應義塾大学法学部教授、ジャン・モネ・チェア。
1)本稿は、 2005年3月16日に関西大学法学研究所第29回現代法セミナーでの講演に若干の訂正と註を付記した
ものであるが、もともとは田中俊郎「欧ヽ1'、1統合におけるエリートと市民」、田中俊郎・庄司克宏編『EUと
市民」慶應義熟大学出版会、 2005年所収および田中俊郎「EU統合と民主主義 市民意識を中心に」、『海
外事情』第52巻2号、 2005年2月などで展開した議論を基礎としている。
2) EUと国民投票については、吉武偉彦『国民投票と欧州統合―デンマーク ・EU関係史』勁草書房、 2005年
が最もくわしい。
-75-
が締結した加盟条約を再び拒否しているのである。
第3の方法は世論調査である。市民の声は、欧州議会議員の選挙および国民投票によって示さ
れるとともに、 1974年7月以来、定期的にならびに特定の争点について不定期的に欧州委員会が
行う Eurobarometer3) によって調査されてきた。 30年におよぶ世論調査結果が示すことは、市
民の多くが、一貫してEUの統合を支持してきたという事実である。しかし、 1992年6月のデン
マークにおける欧州連合条約の批准をめぐる国民投票において、これまでエリートが考え、推進
してきたヨーロッパ統合に対して直接反旗を翻す人々が投票者のなかで多数を占めたことは、エ
リートにとって大きな衝撃であった。
以後、エリートは、何のための統合なのか、誰のための統合なのかを真剣に考える必要を認識
するようになった。その後の一連の基本条約改正作業、具体的にはアムステルダム条約、ニース
条約、さらに2004年10月29日に調印され、現在、批准に付されている欧1-M憲法条約を起草する過
程では、いかに市民に近いEUを構築するために基本条約改正を行うか、あるいはいかに市民に
受け入れられるような欧州憲法を起草するのかが、それぞれ大きな課題となっていた。
そこで、本稿は、ヨーロッパ統合の歩みのなかで、市民がどのように取り扱われてきたか、歴
史的にその跡を追うと同時に、エリートによって指導されてきたヨーロッパ統合を市民はいかに
支持してきたのか、さらにそれはどのような変化がみられるのかどうかについて明らかにするこ
とを目的としている。最後に、欧州憲法条約の批准についての見通しも述べたい。
l エリート指導の統合始動
EUのエリート主義的な性格は、その出発からそうであった。現在のEUの起源は、 1950年5
月9日に発表されたシューマン・プランであるが、その原案の起草者は、ジャン・モネであった。
当時、基幹産業復興企画院の委員長を務めていたジャン・モネは、パリのマルティニアック街に
あった彼の事務所に側近のピエール・ユリ、エティエンヌ・イルシュに、エクサン・プロヴァン
ス大学の国際法教授のポール・ルテールを交えて、シューマン・プランの原案を作成したい。モ
ネは、「OEEC(欧州経済協力機構）や欧州審議会は単なる政府間の協力の域をでず、真の統合は、
たとえ限られた分野であっても、国家主権に対して大胆な取り組み方をしなければ達成できな
い」 5) と考えていた。しかもモネは、「ヨーロッパは、一挙にして成るものでもなく、ひとつの
プランによって成るものでもない。現実の連帯性をつくりだす具体的な業績の積み重ねにより建
3) Eurobarometerは、 1974年7月に発刊されて以来、年2回定期的に公刊されるとともに、特定のイシュー
についての調査も時折行われている。
4)田中俊郎「シューマン・プランをめぐる英国の政治過程―英仏交渉を中心にして(1)」『法学研究」第48巻
第7号、 1975年7月、 38-39頁。 Franc;oisFontaine, "Foreward with Jean Monnet" (translated by Margot Lyon) 
in Douglas Brinkley and Clifford Hackett eds., The Path to European Unity, London, Macmillan, 1991, p. 41. 
5) Jean Monnet (translated by Richard Mayne), Memoirs, London, Collins, 1978, pp. 271-274参照。
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設される」 6) と考えていた。いわゆる、「部門統合」によって漸進主義的にヨーロッパを構築す
る方法である。モネは、その原案を外務大臣であったロベール・シューマンに持ちこみ、政治的
な支持を獲得することに成功したのである。
シューマン・プランは、 1950年6月20日からパリを舞台に始まった国際会議において具体化す
る作業に移され、モネが考えていたよりも、難航し、時間もかかったが、 1951年4月18日ECSC(欧
州石炭鉄鋼共同体）条約が調印された。誕生したECSCの諸機関は、その後のEC/EUの諸機関の
制度的原型をなすことになった。
各国とも双手をあげて主権の一部を移譲したわけではない。まず、モネは、少数で、加盟国の
指示を受けない独立した委員によって構成される最高機関に強力な権限を付与し、それをテクノ
クラート（技術専門家）によって支える執行部をつくろうとした。しかし、テクノクラートによ
る支配を恐れる各国は、最高機関の権限を条約によって詳細に限定することで抑えようとした。
さらに、オランダは、原声明にもなかった国家代表より成る機関を設置することを主張し、特別
閣僚理事会として、国家代表による最高機関の独走を監視するとともに、国益を擁護するメカニ
ズムを導入することに成功した 7)。さらに最高機関には、職能的な代表による諮問評議会が付加
され、石炭と鉄鋼の生産者、労働組合、販売者・消費者の代表が、最高機関と協議することにな
った。また、共同総会は、独仏の独走を恐れるベネルクスの主張によって導入され、監督的機能
を演じることになったが、モネは当初総会をあまり重視していなかった。欧）什審議会の諮問総会
など、実質的な政策決定の権限をもたない機関をおくことを疑問視していたからである 8)。とも
あれ、各機関は、それぞれ代表し、代弁する利益が異なることが前提となっており、機関間の権
限のバランスをいかにとるかが、その後の機構改革の大きな課題となるのである。
交渉過程において共同総会に強い権限を付与することに反対していたモネであったが、ひとた
び最高機関を設置したルクセンブルクに入ると、彼は最高機関と共同総会とがナチュラル・パー
トナーであることに気づいた。それは、構成国議会から選ばれ、共同総会に派遣された議員の多
くがヨーロッパ統合に関心をもっていたり、積極的に支持しようとする人々であったからである。
むしろ、彼が手を焼いたのは、閣僚理事会であり、諮問評議会であった。しかし、これは当然
なことであって、石炭と鉄鋼の生産、販売、消費についてヨーロッパ全体の立場から考える最高
機関と自国の国益を最大限擁護しようとする構成国との間で衝突が起き、また産業界は自分たち
の経営を規制しようとする最高機関と衝突することは日常茶飯事で、それぞれの関係は常に緊張
を強いるものであった 9)。
6) 1950年5月9日のシューマン仏外相声明文（田中俊郎訳）『法学研究』第48巻8号、 1975年8月、 43頁。
7) Jean Monnet, Memoirs, chapters 13, 14. 田中俊郎「欧州統合の理念とその歴史的展開」細谷千博・南義清編
『欧州共同体 (EC)の研究」新有堂、 1980年、 9頁を参照。
8) William Wallace and Julie Smith, "Democracy or Technocracy?: European integration and the Problem of 
Popular Consent", in Jack Hayward ed., The Crisis of Representation in Europe, London, Frank Cass, 1995, p. 
143 
9) Franc;ois Duchene, Jean Monnet: The First Statesman of Interdependence, New York, W.W. Norton 7' 
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では、市民について、 ECSC条約は、何か定めていたのであろうか。モネは、「われわれは、人々
を統一するのであって、諸国家の連合を形成しようとしているのではない」と常々いっていた。
しかし、 ECSC条約には、市民という言葉はでてこない。 ECSC条約の前文は、「経済共同体を設
立することによって、血にまみれた紛争によって長らく分断されてきた人々 (peoples) の間に
より広範かつより深い共同体の基礎をつくる10)」とのみ記した。共同総会の議員に関連して、第
20条は、「共同体に加盟した諸国の人々 (thepeoples of States)の代表から成る総会」と規定した。
議員に関して全構成国共通の統一手続きによる直接選挙の導入も可能な規定（第21条第3項）も
挿入されていたが、共同総会には構成国議会の代表が送られた。結局、 ECSC条約が定める「人」
は、実質的には労働者であった。これは、後のEEC条約にも受け継がれていった。結局、この
時期について、カールハインツ・ノインロイター教授は、「市民不在のヨーロッパ統合、家父長
的なアプローチ」11) と呼んでいる。
ともあれ、 1954年8月30日提案国のフランス国民議会が、 EDC(欧州防衛共同体）条約の批准
を拒否し、ヨーロッパ統合の先行きに大きな暗雲がさした時、モネは最高機関委員長職の任期終
了とともに野に下り、「欧州合衆国のための行動委員会」を結成した。モネの行動委員会は、原
加盟国（後に拡大）のなかで選ばれた政治家および労働組合の指導者をメンバーとして結成され
た。産業や銀行などの経営者はメンバーに入れていなかった。「経営者は彼ら自身の利益と一般
的な利益とを区別するのが不可能であるとモネは考えていた。他方、労働組合は、広い大衆を代
表しており、一般的な利益に対してよい感覚をもっているとモネは感じていた。しかも、モネは、
モネ・プランに際してフランスの労働組合の支援を受け、今 (ESCSでは） ドイツの労働組合が
支援していた。フランスの製鉄業者やルールの鉄鋼財閥とのモネの経験は問題に満ちたものであ
った」12)からであった。モネの欧州合衆国のための行動委員会は、以後20年間、 1970年代の半ば
までさまざまな宣言を発出するとともに、水面下でヨーロッパ統合に大きな影響を及ぽした。モ
ネの活動の中心は、もっぱら指導者たちとの個人レベルでの私的ネットワークであった。
モネとともに働いたこともあるフランソワ・ドュシェーヌ教授は、モネの手法について、「モ
ネは、選挙で選ばれた公職についたことはなく、特定の政府の閣僚にもならなかった。他のヨー
ロッパの指導者と比べて、個人の資質に依拠し、機関的な支援がほとんどなかった。このような
状況にあって、彼は、私的なネットワークに頼らざるを得なかった。かれは、少数の鍵を握る政
策決定者たちと、主に舞台裏で働いた」13)と記している。
ヽ&Company, 1994, pp. 241-242. 
10) Treaty Establishing the European Coal and Steel Community (Paris, 18 April, 1951) in Sweet Maxwell's Legal 
Editorial Staff ed., Sweet & Maxwell's European Community Treaties, London, Sweet & Maxwell, 1975, p. 3. 
11) Karlheinz Neunreither, "Citizens and the Exercise of Power in the European Union: Towards a New Contract", 
in Allan Rosas and Esko Antola eds., A Citizens'Europe: In Search of A New Order, London, Sage 
Publications, 1995, p. 5. 
12) Franc;ois Duchene, Jean Monnet, pp. 285-286. 
13) Franc;ois Duchene, "Jean Monnet's Method", in Douglas Brinkley and Clifford Hackett eds., The Path to 
European Unity, London, Macmillan, 1991, p.184. 
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さらに、 ドュシェーヌは、続けて記す。「もちろん、モネのネットワークは、『エリート主義』
的現象であった。しかし、他の方法が機能したかどうかは疑わしい。ポピュリスト的な戦術は欧
州審議会で試みられた。しかし、成果は実質的に何もなかった。不幸にも、世論は、ヨーロッパ
統合のモーターでもなく、ブレーキでもなかった。共同体の原加盟国においては、世論の態度は、
政府のそれよりも、より寛大であったし、常にその傾向にあった。したがって、統合の推進は、
世論の背後に回って進めるものでもなかった。他方、統合は、どの時においても、最も優先的な
政治的選択ではなかった。結呆として、政府の中から、あるいは政党指導者を通して、政府に働
きかけることが、唯一のもっともらしい戦略であった」14) と描写したのである。
この時期における世論については、あまり多く情報が存在しない。 1952年9月の時点で、 28%
のフランス人は、 ECSCの石炭と鉄鋼資源をプールすることについて聞いたことがなかった。
1954年 1月においても、わずかに45%のフランス人しか、よい機関なのか、悪い機関なのかにつ
いて明白な意見をもっておらず、 26%は依然として聞いたことがないと答えている。ロイ・ウィ
ルスは、「ヨーロッパのより緊密な統合が望ましいという一般的な感情は存在したけれども、シ
ューマン・プランの特定の特徴について、賛成あるいは反対のために世論は動員されたことはな
かった。 EDCについては全国的な討論を引き起こすことになったが、シューマン・プランは、
一般大衆にとって、曖昧かつあまり情報もないが、何らかの利益をもたらすものとしてみなされ
ていた」15) と説明している。
後に『ユーロバロメター』の責任者となるラビエールは、 1950年から1962年までに期間につい
て、‘ヨーロッパに対する好意的な態度が50%強から70%強へ明白かつ着実に増加していたこ
とを示している16)。「ジャン・モネと技術専門家主導戦略を支持した人々は、大衆の同意は後に
延ばすことができる。つまり、個別の政策領域において効果的な行政政府の創設は、経済的な繁
栄を提供し、それが順次大衆の支持を生じさせるだろうと信じていた」17)が、まさにその狙い通
りに大衆の支持を後追い的に獲得していったのである。
2 EEC/ECの時代
ECSCの6カ国は、 EDCの挫折を乗り越え、 ESCSの経験を下に、 1957年3月25日には、 EEC(欧
州経済共同体）条約とEAEC(欧州原子力共同体）条約に調印し、統合は大きく進展した。 EEC
条約の前文には、「ヨーロッパ諸国民間の絶えず一層緊密化する連合 (anever closer union 
14) Ibid., p. 196 
15) F. Roy Wilis, France, Germany and New Europe 1945-1967 (revised and expanded edition), London, Oxford 
University Press, 1968, p. 98 
16) Jacques-Rene Rabier, £'Opinion Publique at L'Europe, Brussels, Institute of Sociology, 1966, p. 16 quoted in 
Leon Lindberg and Stuart Scheingold, Europe's Would-be Polity, Englewood Clifs, Prentice Hall, 1970, pp. 38-
39. 
17) William Wallace and Julie Smith, p.144 
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among the peoples of Europe) の基礎を確立することを決意し」という一文が挿入された。
しかし、 EEC条約においても、構成国間の人 (persons)、サービス、資本の自由移動（第3
条 c項）の主たる対象は、労働者であったことは、第3編「人、サービス、資本の自由移動」第
l章の章名も「労働者 (Workers)」となっていることからもわかる。労働者とその家族以外に、
人の自由移動の適用範囲が大幅に拡張されるのは、 1980年代半ばまで待たなければならなかった。
ECSCの共同総会は、 ECSC、EECおよびEAEC、三共同体共通の機関として生き残り、議員
の直接選挙の規程も継承した。しかも、諮間的な役割にも変化はなかった。このため、議員たち
は、 1960年には自らを「欧州議会」と称し、議会の権限強化と直接選挙の導入を強く求めたので
ある。しかし、構成国側、とくにフランスが強く抵抗していたが、ジスカールデスタン大統領時
代になってフランスが譲歩し、反対の矛を納めたことで直接選挙への最大の障害が取り除かれ、
ゴー・サインが出たのは1974年12月のパリ首脳会議のことである。そして、議席数の配分、選挙
方式など欧州議会選挙実施の合意が得られたのは、 1976年7月のブリュッセル欧州理事会におい
てであり、さらに最初の欧州議会議員の直接選挙が実施されたのは1979年6月のことであった。
ECの時代に、最初に「市民」が登場するのは、 1974年12月のパリ首脳会議の時であり、「構成
国の市民 (citizens) に共同体のメンバーとして社会権を付与することができる条件を検討する
ために作業部会を設置することに同意した」。さらに、 1975年末に提出された「ティンデマンス
報告」は、欧州市民権に向けてと題して、構成国が他の構成国国民に対して、「特別な権利」の
付与を導入することを求めている。しかし、ティンデマンス報告は、 1976年1月のハーグ欧州理
事会で棚上げされ、具体化されるまでにさらなる時間が必要であった。
そして、欧州議会は、 1984年2月14日「欧州連合条約草案」18)を採択したが、その中で欧州議
会は、連合市民権について定めていた。第3条は、「構成国の市民は、連合市民となる。連合市
民権は、構成国の市民権に依存し、単独で獲得されたり、喪失するものではない。連合市民は、
本条約によって規定された形で、連合の政治生活に参加し、連合の法体系によって付与された権
利を享受するとともに、その法に従う」と規定した。しかし、欧州連合条約草案そのものには法
的な拘束力がなく、構成国の首脳はそれを採択する意向はなかった。
しかし、ミッテラン仏大統領は、 6月のフォンテヌブロー欧州理事会で、「機構問題のための
特別委員会」、通称「ドゥーグ委員会」とともに、「人々のためのヨーロッパ (People'sEurope) 
委員会」、通称「アドニノ委員会」を提案し、設置した。アドニノ委員会は、 1985年3月に域内
国境管理の廃止に関する報告を、 6月には、人の移動にともなう構成国市民の政治的権利に関す
る報告書を提出した。アドニノ委員会の勧告に沿って、欧1'M委員会は、ヨーロッパ人としてのア
イデンテイティを育むために、 1985年に国旗と国歌にあたる ECの旗と ECの歌を制定した。両方
とも、旗は1955年に、歌は1962年に、欧州審議会によってヨーロッパの旗、ヨーロッパの歌とし
18) Draft Treaty establishing the European Union, adopted by the European Parliamnet on 14 February 1984 m 
Marina Gazzo ed., Towards European Union: From the "Crocodile" to the European Council Milan (28-29 
June, 1985), Brussels, Agence Europe, 1985, Article 3, p. 52 
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て採択されていたものを、欧州委員会がECとしても使用することを決定したのである19)。
域内での人の移動を促進するために、パスポート同盟の構想は、すでに1975年7月のブリュッ
セル欧州理事会で議論され始め、 12月のローマ欧州理事会で、 1978年に創設することに基本的に
合意していた。しかし、それは人の移動を促進するばかりでなく、ヨーロッパ人としてのアイデ
ンテイティを育成するために共通デザインのパスポートも導入された。 1985年 1月 1日から各構
成国の事情を加味して漸遮的に導入されたのである。同様の発想から、 EU共通形式の運転免許
証が導入されたのは1996年のことであった。
ともあれ、「1980年代半ば、単一欧州議定書が、市場統合に1992年末という完成の具体的な日
時を示し、統合にも社会的側面を付け加えると、自由移動の対象は『労働者』から一般市民へと
拡大する。それとともに、国家が国境を管理する意義が薄れていった」20)のである。
この間、市民はヨーロッパ統合をどう見ていたのであろう。『ユーロバロメター』第18号21)(1982 
年12月公刊）によれば、まず1973年9月の時点で、 EC9カ国で、 ECへの自国の加盟が良いこと
であると答えた者が56%、よいとも悪いとも思わないが20%、悪いことと答えた者が11%、わか
らないが13%であった。国別に見ると、原加盟6カ国では、 10人中 5人から 6人の回答者が加盟
を良いこととみなしている。 1973年に加盟した 3国のうちアイルランドは56%と原加盟国並みで
あったが、デンマークでは42%で多数を占めているものの、イギリスでは31%で、加盟は自国に
とって悪いこととみなしている人々が34%と多数を占めていた。
さらに、 1974年から1980年の間の長期的傾向を見ると、よいこととみなしている人々が、 EC
全体で57%、悪いと思っている人々が13%であるが、どちらでもないと思っている人々が増えて
いる。よいと思っている人々が、原加盟国のうち 4カ国で圧倒的な多数を占めているのに対し、
ドイツ、フランス、アイルランドでも多数を占めているが低下傾向を示している。それでも、悪
いと思っている人々は、原加盟国では 1ケタであるが、 1973年加盟国では悪いと思っている人々
が2ケタを示している。他方、デンマークでは、よいと思っている人々が減少し、イギリスでは
よいも増えているが悪いと思う人々も増え、多数は依然として悪いと思う人々が多数を占めてい
る。
イギリスでは、 1975年6月5日ECの残留をめぐって、イギリス憲政史上初めて国民投票が行
われ、投票率64.5%、残留43.3%、脱退21.2%、棄権35.5%で、国民は 2対 1の大差でイギリス
のEC残留を選択した22)。しかし1980年代になると、加盟が悪いことと思っている人々が増え、
支持が低下しているのは 9カ国中イギリスだけであり、 1981年に加盟したギリシャでは、加盟が
19) Timothy Bainbridge with Anthony Teasdale ed., The Penguin Companion to European Union, London 
Penguin Books, 1997, European anthem (p. 150) and European Flag (pp. 188-189). 
20)若松邦弘「EUにおける立憲体制と市民的自由の保障」、坂井一成編『ヨーロッパ統合の国際関係論』声書房、
2003年、 251頁。
21) Euro-barometer: Public Opinion in the European Community, No. 18, December 1982. 
22)詳細は、田中俊郎「欧州共同体加盟問題と英国の世論」 (2)、『法学研究』第50巻第11号、 1977年11月を参照
されたい。
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よいことだと思っている人々が40%を越え、悪いと思う人々が減少している。
3 欧州連合条約の下で
1991年12月のマーストリヒト欧州理事会で基本的な合意を見た欧州連合条約は、初めて「連合
市民権 (Citizenshipof the Union)」を導入した。「EUの加盟国の国籍を有するすべての人 (person)
は、連合の市民となり、連合の市民はこの条約によって与えられた権利を享受し、かつそれによ
り課せられた義務を負うことになった」 (EC条約第8条、現17条）。具体的な権利として、他の
加盟国領域に移動し、自由に居住する権利、居住地における地方選挙における選挙権と被選挙権
ならびに欧州議会議員選挙における選挙権と被選挙権、自国の在外公館が存在していない第三国
における他加盟国在外公館による外交的および領事的保護を受ける権利、欧1'1議会への請願権、
オンブズマンヘ訴える権利が定められた。
しかし、欧州連合条約の批准について、 1992年6月2日に行われた国民投票においてデンマー
クの有権者は、投票率83.1%、賛成49.3%、反対50.7%で否決したのである。その原因について、
日下淳は以下のように説明する。「結果をみると、反対票を投じた人は、男性よりも女性、裔学
歴者より学歴の低い人に多く、概して社会の主流（メーンストリーム）の人々が賛成したのに対
し、非主流の人々が反対に回った。エリート層の人々は、統合の変化に対応し統合の経済的メリ
ットを十分受けられるだろう。しかし、非エリートの人々は変化に十分対応できず、利益よりも
不利益のほうが大きくなる可能性がある。投票結果は、こうした非エリートの漠然とした不安を
反映した。このデンマークの『ナイ』は、その後のEU統合に対する『大衆の反乱』の原型とな
った」23)0 
ECの首脳たちは、議長国イギリスの下バーミンガムおよびエデインバラでの欧州理事会にお
いて妥協を探り、条文は変更しないが、デンマークに対して、経済通貨同盟の第三段階への移行
および共通外交安全保障政策への参加を強要しないこと、連合市民権は構成国の市民権を損なう
ものではないこと、社会政策、消費者保護、環境保全、所得分配、社会保障について構成国が独
自の基準を設けることを妨げるものではないとした。それらを受け、再び1993年5月18日に行わ
れた国民投票で、デンマークの有権者は、投票率86.5%、賛成56.7%、反対43.37%で欧州連合
条約の批准を承認した24)。
1997年10月に調印されたアムステルダム条約では、「連合市民権は、補完的なものであり、加
盟国の市民権と置き換えることができない（第17条、旧第8条）」という一文が追加された。こ
れは、デンマークの有権者による欧州連合条約批准拒否に対応するために採択されたエデインバ
23) 日下淳『EU統合 草の根の現実一「一つの欧朴l」への夢と戸惑い』日本経済新聞社、 1995年、 73-74頁。
24)吉武椙彦「マーストリヒト条約とデンマークー1992年6月2日の国民投票を中心として」『日本EC学会年
報』第13号、 1993年10月および吉武信彦「マーストリヒト条約・エデインバラ合意とデンマークー1993年
5月18日の国民投票を中心として」『法学研究』第68巻第4号、 1995年4月を参照されたい。
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ラ欧州理事会の合意を反映したものである。さらに、アムステルダム条約は、具体的な権利とし
て、市民がEUの諸機関あるいは部局に公用語の 1つで手紙を書き、その言語で回答を得る権利
が追加された。
2001年2月に調印されたニース条約では、連合市民権について、自由な移動と居住の権利に関
する第18条を差し替えて、理事会は権利の行使を促進するための規定を第251条に基づいて採択
できるとしながらも、「パスポート、 IDカード、在留許可書、それに類する他の書類、社会的安
全保障あるいは社会的保護に関する規定には適用しない」と制限を設定している。
この間、アムステルダム条約およびニース条約は、デンマークの国民投票でそれぞれの批准に
ついて支持されたが、ニース条約については、今度は、アイルランドで「大衆の反乱」が起きた。
2001年6月7日に行われた国民投票において、投票率34.8%、賛成46.1%、反対53.9%で批准を
否決したのである。原因について、アハーン首相は、イェーテボリ欧州理事会の冒頭、「市民は
EU機構を自分たちから切り離された遠い存在と感じている。 EUの意思決定や政策遂行があいま
いで閉鎖的という不満が『NO』につながった。拡大への反対票ではなく、今後『国民フォーラム』
を設置して幅広い議論を繰り広げる」25) と、他の首脳の理解を求めた。欧州理事会は、ニース条
約を修正することはないことを確認した。 EU加盟で、地域政策などで最も恩恵を受け豊かにな
ったといわれるアイルランドでは、政府も欧州委員会も楽観的な見通しで、広報に十分な努力を
しなかったこと、その結果としての低投票率が最大の敗因であった。このため、アイルランド政
府は、広報に努めるとともに、異例の再投票を求め、 2002年10月19日行われた国民投票において、
投票率49.5%、賛成62.9%、反対37.1%で、批准承認を獲得したのである。ニース条約は、 2003
年2月1日に発効した。
EC/EUにおける基本的人権（基本権）の保護は、 EC条約に基本権目録がないため、司法裁判
所の判例法によって発展させられてきた。しかし、基本権憲章が、 1999年6月議長国ドイツのイ
ニシアティブによって制定されることになり、みずから「Convention諮間会議）」と称した起草
委員会がコンセンサスで基本権憲章案を作成した。 2001年12月ニース欧州理事会は、ニース条約
の基本的合意とともに、基本権憲章についても署名採択し、宣言として発表された。ただしこの
時点では、あくまで厳粛なる宣言であって法的な拘束力をもつものではなかった。基本権憲章は、
「ヨーロッパの将来に関する諮間会議 (Conventionon the Future of Europe)」でも審議され、大
きな修正もなく、結果として「欧州憲法条約草案」のなかに盛りこまれ、政府間会議による欧州
憲法条約の一部となった。発効すると、基本権憲章は、そのまま憲法条約の一部となり、法的な
拘束力をもつことになる。
1980年代半ばからの一連の条約改正と欧1+憲法条約によって、権限を一番増やしてきたのは欧
州議会であった。しかし、欧州議会が長い闘争の末勝ち取った欧州議会議員直接選挙の投票率が、
選挙のたびごとに低下しているのは皮肉な現象である。直接選挙が導入された1979年には 9カ国
25) 『日本経済新聞』 2001年6月18日
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で63.3%だった投票率が、 1984年には10カ国で61.0%、1989年には12カ国で58.5%、1994年には
56.8%に低下していたが、 15カ国で行われた1999年にはついに50%を割り込み、 49.8%となった。
さらに、初めて25カ国で行われた2004年6月の欧州議会選挙では、投票率が45.7%とさらに低下
した。既存の15カ国の平均が、ほぼ前回並の49.3%であったのに対して、 5月1日に新期に加盟
したばかりの諸国で投票率が平均28.0%で、全体の足をひっぱったのは予想外で、大きな驚きで
あった。とくに、最も低い投票率を記録したスロヴァキアはわずか17.0%であり、新規加盟国の
なかで最も人口が多く、最も多く議席を配分されたポーランドでは20.9%の有権者しか投票所に
行かなかったのも目を引く結果である26)。
その間、市民はどのように、ヨーロッパ統合を見てきたのであろうか。『ユーロバロメター』
第61号 (2004年7月公刊）27)によれば、 2004年2-3月の時点で、 EUへの加盟が自国にとって
よいことと思っている人々は48%、よいとも悪いとも思わないが29%、悪いことと答えたものが
17%、わからないが6%であった。よいと答えた人々が最も多かったのは1990年代初頭の72%で
あったが、大きく支持を減らしている。他方、悪いことと思っている人々は17%で、 1981年と
1996年と同じ最高となっている。
なお、加盟前の調査によると、加盟はよいことである思っている人々が多いのは、候補国のト
ルコ (71%)、ルーマニア (70%)、ブルガリア (65%)で、新規加盟予定国では、リトアニア (52
％）とマルタ (50%)のみがEU平均 (15カ国）を上回っているだけで、スロヴァキア (46%)、
ハンガリー (45%)、ポーランド (42%)、キプロス (42%)、チェコ (41%)、スロヴェニア (40
％）、ラトヴィア (33%)、エストニア (31%)となっている。なお、スロヴェニア (44%)、ラ
トヴィア (38%)、エストニア (39%)では、よいとも悪いともいえないとの回答者が一番多か
った。加盟は自国にとって悪いことと考えている人々は10カ国すべてで少数派であった。新規加
盟予定国平均では、 43%が加盟はよいことと期待し、 33%がよいも悪いともいえないと答え、悪
いことは16%となっている。
オーストリア (47%)、イギリス (47%)、スウェーデン (59%)の3カ国は、利益を得ていな
いと思っている人々が多数を占めているのである。
1981年から2004年の間の長期的傾向を見ると、加盟はよいこととみなしている人々が、常に一
貫して多数を占めているが、漸進的に低下傾向にある。 2004年において加盟は悪いと思っている
人々は、依然として常に少数派であるが、 1981年、 1996年と並んで多くなっている。さらに、常
に一貰して多数がEU加盟から自国は利益を得ていると回答しているが、漸進的に低下傾向にあ
る。他方、加盟によって利益を得ていないとする回答者がまた増加傾向にある。
26)田中俊郎「EU統合と民主主義」、『海外事情』第53巻2号、 2005年2月、 44-45頁参照。
27) Standard Eurobarometer 61/Spring 204, Fieldwork: February-March 204, Publication: July 2004 
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4 欧州憲法条約
欧州憲法条約の原案を作成したのは、 2001年12月のラーケン欧州理事会で設置が決まった「欧
州の将来に関する諮間会議Jであった。なぜ、政府間会議が最初から召集されなかったのは、基
本条約改正のための政府間会議の最終段階として開催されたニース欧州理事会において、カーテ
ンの背後で首脳達が徹夜続きで達成した妥協の評判が非常に悪く、少しでも多様な意見を広く取
り入れ、公開性、透明性、責任の明確化をはかろうしたからである。それでも、最後は、 2回の
欧州理事会を含めた政府間会議で、最終条約案が採択された。
(1) 世論調査
『ユーロバロメター』 (SpecialEurobarometer 2142s〉)は、 2004年11月、調印直後の欧州憲法
条約について最初の調在を行い、 2005年1月のその速報値を公表した。
EU25平均で、欧州憲法草案を知っていると答えた者は、 67%、知らないと答えた者が33%で
あった。しかし、よく知っている者は、わずかに11%で、知っているが、内容について少ししか
知らないと答えた者が56%である。
欧州憲法草案を支持するものは、 EU25平均で、 48%、支持しない者は17%となっており、 DK(知
らない、無回答）は45%と高い。
25カ国のうち、イギリスを除いた、 24カ国で多数は支持を表明している。支持が高い順に、イ
タリア (72%)、ベルギー (70%)、オランダ (63%)、スロヴァキア (61%)、ハンガリー (60%)、
スロヴェニア (60%)、ルクセンブルク (57%)、ハンガリー (60%)、スペイン (56%)、 ドイツ
(54%)、リトアニア (51%)、となっている。 EU15平均以下では、フランス (48%)、デンマー
ク (44%)、オーストリア (44%)、ポーランド (43%)、フィンランド (42%)、ラトヴィア (41
％）、ポルトガル (40%) などとなっている。
唯一、反対が多数を占めたのはイギリスで、反対30%、支持20%である。しかし、デンマーク
でも26%、スウェーデンでも25%、オーストリア25%、フィンランドでも24%が反対を表明して
いる。
また、 DK(わからない）の率が相対的に高いのは、アイルランド (67%)、キプロス (67%)、
ェストニア (56%)、マルタ (56%)、ギリシャ (55%)、ポルトガル (53%)、イギリス (50%)
となっており、国民投票を前に広報の重要性を示唆する結果である。
(2) 批准過程
EU25の構成国それぞれがどのような手続きで憲法条約を処理するか、まだすべてが決まった
28) Special Eurobarometer 214/Wave 62.1, The Future Constitutional Treaty, Fieldwork: November 2004, 
Publication: March 2005. 
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わけではない。しかし、現在 (2005年3月16日）のところ、国内議会で批准手続きを終わらせ国
民投票を予定していない国が15カ国、諮問的であろうと拘束的であろうと国民投票を予定してい
る構成国は10カ国と、予想されている29)。
議会による批准を予定している構成国については批准の可能性が高く、欧州委員会も心配はし
ていない。すでに、リトアニアが2004年11月11日に、ハンガリーが12月20日、スロヴェニアが
2005年2月1日、それぞれ批准法案を承認した。
今後、ギリシャ、イタリア、オーストリア、ベルギー、ドイツ、スロヴァキア、キプロス、エ
ストニア、フィンランド、ラトヴィア、マルタ、スウェーデンが、国内議会で批准手続きを行う
予定である。一時、ベルギーやドイツで諮問的国民投票を求める声もあったが、国民投票を実施
する可能性は非常に低くなった。新規加盟の10カ国は、 EU加盟をめぐって、キプロスを除いて、
9カ国で国民投票を行ったが、憲法条約について国民投票を予定しているのは、ポーランドとチ
ェコだけである。
すでに国民投票を行ったのは、これまで一度も国民投票を行ったことがなかったスペインだけ
である。基本的には親欧州派ではあるが、理事会の票決方式で「譲歩した」スペインの有権者の
対応が注目されたが、 2005年2月20日行われた同民投票では、投票率は42.3%と低かったが、
76.7%と圧倒的に支持された。後は、議会の承認である。
今後、国民投票の日程が決定しているのは、フランス (2005年5月29日）、オランダ (2005年
6月1日、ルクセンブルク (2005年7月10日）、デンマーク (2005年9月27日）であり、ポルト
ガル、アイルランド、ポーランド、チェコ、イギリスが続くことになろう。
それぞれの結果が、欧州憲法条約の命運を決めることになる。スペインと同様に理事会の票決
方式で「譲歩し」、「ゴッドレス欧州」に反対するポーランド、クラウス大統領自身が反対するチ
ェコとともに、 2006年春に国民投票が行われる予想で、 2004年11月の時点で戦論調査で反対派が
唯一多数を占ているイギリスが、それぞれ成否の鍵を握っていると言える。とくにイギリスでは、
ブレア首相が、党派的理由から、ユーロと並んで、欧州憲法条約を国民投票にかけることを公約
したことが問題である。ともあれ、これらの国々の有権者たちが、ナショナルな観点から判断を
下すのか、あるいはヨーロッパ市民として判断を下すのかが問われることにもなる30)。
しかし、 25カ国で無事批准手続きを終え、発効したとしても、これが最後ではない。この欧州
憲法条約で、 EUの最終的な姿 (Finality31〉)を描き終えたとはどの構成国も思っていない。単一
29) European Commission, EUROPA-Constitution-Interactive Map. http://europa.eu.int/constitution/ratification_en 
htm. 
30)講演後、活字化する過程で、フランスとオランダにおいて、憲法条約反対の世論が急速に力を得て予断を許
さない状況を星している。とくにフランスでは、 3月20日から連続20回にわたり恨論調査は反対派が多数を
占めるにいたった。 5月29日のフランスの国民投票に向けて、 ドイツは 5月27日までに議会批准手続きを終
え、フランスを側面から支援しょうとしている。ともあれ、 1992年9月の欧州連合条約をめぐる国民投票と
同じように、どちらが勝っても僅差となろう。
31) Antje Wiener, "Finality vs. Enlargement: Constructive Practices and Opposing Rationales in the 7' 
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欧州議定書、欧州連合条約、アムステルダム条約、ニース条約、そして欧州憲法条約と、一連の
基本条約の改正が行われたが、欧州憲法条約も終着駅ではない。最終的な姿に向けて、今後も議
論が続くことになろう。
おわりに
ヨーロッパでは、市民の多くは複数のアイデンテイティ、つまり、 EU、国家、地方のそれぞ
れに対して、強さは異なるものの、アイデンテイティをもっている。国家に対するアイデンティ
ティが依然として一番強いが、同時にヨーロッパに対するアイデンテイティをもつものが増えて
きている。
しかし、同時に問題なのは、エリートと大衆間の意識の溝が深くなっていることである。国民
投票の結果や大規模街頭デモに象徴されている。そもそも誰がための統合かも問われている。欧
、州連合条約以後、「市民のためのヨーロッパ」、「市民に近いヨーロッパ」の構築が求められてきた。
欧州憲法条約は、そのためでもあったはずであるが、出来上がったものはますます複雑になり、
決して容易に理解できるものではない。
他方、国際政治経済安保におけるEUの存在はますます重要になる。しかし、わが国でEUは
過小評価されている。わが国にとって、 EU加盟国との二国間外交も重要であるが、 EUとの関係
をもっと重視すべきである。 2005年は、日 ・EU市民交流年であり、その機会となろう。
追記：危惧されていたように、 5月29日にフランスで行われた国民投票において、投票率69.34%、
賛成45.32%、反対54.67%で、欧州憲法条約の批准は否決された。予想以上の大差であった。 3
日後、 6月1日オランダで行われた国民投票では、投票率62.8%、賛成38.4%、反対61.6%とい
う地滑り的大敗北を喫した。 6月16-17日に開催されたブリュッセル欧州理事会では、批准手続
きを継続することが確認されたが、 2006年11月1日の発効目標は延期され、「熟考、審議の時間」
をとり、 2006年前期オーストリアの議長国の下で取り扱いを検討することになった。その後、予
定通り 7月10日に国民投票を行い、投票率90強％、賛成56.5%、反対43.47%で、批准を決めた
ルクセンブルクを含めて、過半数を越える13カ国の批准を終えている。しかし、欧州憲法条約は、
事実上「死んだ」といえる。欧州連合条約は、将来の改革のベンチマークとなろう。
Rヽeconstructionof Europe" in J.H. H. Weiler and Marlene Wind eds., European Constitutionalism Beyond 
the State, Cambridge, Cambridge University Press, 2003, p. 194. 
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